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１．排出削減事業計画の概要 

排出削減事業名 都市ガス導入に伴うボイラー更新と水潤滑コンプレッサ導入による省エ

ネプロジェクト 

承認番号 083 

排出削減事業者名 株式会社ヒガシヤデリカ 

排出削減共同実施事

業者名 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

（その他関連事業者名：なし） 

事業実施場所 株式会社ヒガシヤデリカ 北関東工場 

（群馬県太田市新道町１２３７） 

事業の概要 パン等の製造工程で使用されているボイラー及びコンプレッサを、それ

ぞれ高効率、インバーター設備に更新することにより省エネ、ＣＯ２排出

削減を図るものである。 

① ＬＰＧガス使用のボイラー２台を都市ガス使用のボイラー３台に更新

する。 この更新を実施する事により、運転方法の最適化、ボイラー

の高効率化による燃料使用量の削減及び低炭素燃料へのエネル

ギー転換によりＣＯ２排出量を削減する。 

② ドライ式コンプレッサからインバーター制御装置を備えた水潤滑式

コンプレッサへの更新により、電力使用量削減を図る。 

排出削減量の計画 ４２４tCO2/年 但し、２００８年度のみ３０tCO2。 

（事業実施期間合計 １，７２６tCO2） 

国内クレジット認証 

期間 

開始予定日 2009 年3 月6 日 

終了予定日 2013 年3 月31 日 

排出削減方法論 方法論番号００１: ボイラーの更新 

方法論番号005：間欠運転制御、インバーター制御又は台数制御による

ポンプ・ファン類可変能力制御機器の導入 

 

２．本実績確認の対象期間 

2011 年１月１日～2011 年１２月 31 日（第 3 回目実績報告） 

 



３．実績確認結果 

本実績報告期間における排出削減量は、承認排出削減事業計画に従ってモニタリングさ 

れた結果に基づき算定されており適正であることを確認した。 

排出削減量 224tCO2（2011年１月１日～2011年１２月31日） 

 

４．実施した実績確認手続きの概要 

以下の実績確認手続きにより、報告された排出削減量に重大な誤りがないことを確認し 

ている。 

要件 実績確認手続き 

排出削減量が承認排出削減 

事業計画に従って当該計画を実施した

結果生じていること 

排出削減量が、承認排出削減事業計画に従って当該

計画を実施した結果生じている事を、以下の通り確認

した。 

1) 開始日の確認（初回実績確認の場合） 

今回は3回目の実績確認であり、当該確認は省略し

た。 

２）対象期間中の設備稼働の確認 

関連記録、ボイラー診断月報をレビューした結果、

導入設備は実績報告期間において稼動していた事

を確認した。 

３）その他承認排出削減事業計画から重要な変更が

ない事を確認した。 

排出削減量が承認排出削減方法論及

び承認排出削減事業計画に従って算

定されていること 

排出削減量は、承認排出削減事業計画に従って実施

され、算定されていることを確認した。 

１）モニタリング方法の確認 

関係者への質問や、ボイラー日常点検表、コンプレ

ッサ日常点検表を確認した結果、モニタリングは方

法論及び承認排出削減計画に沿って実施されてい

た。具体的には、都市ガス及び電力の使用量につい

ては、担当者が記録･保管し、そのデータを元に確

認されていること。また三浦工業（株）のボイラー

診断月報の記録を残しており、事業者への質問、証

拠との突合、検算などにより適切にモニタリングさ

れていることを確認した。 

２）活動量の正確性 

関係者への質問やコンプレッサの稼働時間はコン



プレッサ日常点検表（目視確認記録）及びコンプレ

ッサの電力量の日別グラフ等（計測器）を確認した

結果、エネルギー使用量その他の計測値の記録・保

存は適切になされており、正確に集計されていた。

ボイラーの都市ガス使用量について、ボイラー点検

表より適切に計算され、記録されていた。 

３）単位発熱量、排出係数等の確認 

排出削減量の算定式及び使用されている単位発熱

量、排出係数等が最新版方法論（排出削減方法論に

ついて：別表）及び承認排出削減事業計画に従って

いる事を確認した。 

４）排出削減量算定方法及び算定結果の確認 

排出削減量の算定結果をモニタリング結果と突合、

計算過程の確認、再計算等実施した結果、排出削減

量の算定結果は最新版方法論（「排出削減方法論に

ついて」を含む。）に従って適切である事を確認し

た。 

算定期間が2013 年3 月31日を超えな

いこと 

算定期間は2011年12月31日までであり、2013年3月31

日を超えない事を確認した。 

 

5．承認排出削減事業計画からの重要な変更点についての評価（該当する場合） 

今回の検証において承認排出削減事業計画からの重要な変更点に該当する事象はなかった。 

 

6．特記事項 

確認した排出削減量（クレジット量）に相当する省エネ量について、原油換算72.2klであ

ることを確認した。 

 

 

以上 

 

 


